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閣議決定されたエネルギー基本計画の要点 

テーマ 基本計画での表現 
原子力 エネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源。規制基準に適

合すると認められた場合には、原子力規制委員会の判断を尊重し、再稼働を進める 

原発依存度については、省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電所
の効率化などにより、可能な限り低減させる。 

我が国の今後のエネルギー制約を踏まえ、安定供給、コスト低減、温暖化対策、安
全確保のために必要な技術・人材の維持の観点から、確保していく規模を見極める 

再生可能
エネルギー 

これまでのエネルギー基本計画を踏まえて示した水準を更に上回る水準の導入を目
指す。 

２０１３年から３年程度、導入を最大限加速していき、その後も積極的に推進していく 

エネルギー
ミックス 

各エネルギー源の位置付けを踏まえ、原子力発電所の再稼働、固定価格買取制度
に基づく再生可能エネルギーの導入や国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）
などの地球温暖化問題に関する国際的な議論の状況等を見極めて、速やかに示す 

核燃料サイ
クル 

関係自治体などの理解を得つつ、引き続き取り組む 

原発の稼働量などを勘案し、中長期的な対応に柔軟性を持たせる 

もんじゅ 廃棄物減容(減量)などの国際拠点と位置付け、徹底的な改革を行い、国の責任のも
と十分な対応を進める 
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使用済燃料の貯蔵状況(電気事業者) 
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燃料種別・使用済燃料の貯蔵状況(公開文献からの推測) 

Stored Reprocessed 

UOX from PWR, 
BWR, and ATR 

PWR と BWRの炉心で利用中 5,070  ̶ 

原子力発電所 オンサイト貯蔵 14,340 ̶ 

六ヶ所再処理工場 2,980 450 

海外再処理委託 ̶ 5,600 

東海再処理工場 17 1,111 

MOX from ATR 
ふげん発電所オンサイト貯蔵 84 ̶ 

東海再処理工場 24 29 

MOX from FBR 
MONJU と JOYOの炉心にて利用中 7 ̶ 

MONJU と JOYO でのオンサイト貯蔵 6 ̶ 

MAGNOX 海外委託再処理 ̶ 1,500 

On-site storage capacity of LWRs:  20,640 t 
Quantities for MOX are rough estimates 

Unit: tHM 



5 

六ヶ所再処理工場の新規性基準対応 

原子力小委員会資料より 
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残余のリスク（耐震性を例に） 

亀田弘行他、 日本原子力学会誌、Voll.54(9), 2012 
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核燃料サイクル選択肢の審議（H24年原子力委員会） 

軽水炉運転 

六ヶ所再処理工場 

高レベル放射性廃
棄物の地層処分 

  中間貯蔵    
使用済燃料の直
接処分 

高速増殖炉 

高レベル放射性廃
棄物の地層処分 

  MOX プルサーマル 

併存シナリオ 



12 

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060

累
積

量
（
ト
ン
）

40年廃止：廃炉累積発生量

40年廃止：運転累積発生量

六ヶ所再処理工場累積

東海再処理工場累積

海外委託再処理累積

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060

累
積

量
（
ト
ン
）

段階延長：廃炉累積発生量

段階延長：運転累積発生量

六ヶ所再処理工場累積

東海再処理工場累積

海外委託再処理累積

使用済燃料の蓄積 

Based on an assumption with 40 
years lifetime for all units 

Based on an assumption with extended 
lifetime applied to newer units 

From decommissioning 
From operation 

From decommissioning 
From operation 

Cu
m

ul
at

iv
e 

ge
ne

ra
tio

n 
(t

) 
Cu

m
ul

at
iv

e 
ge

ne
ra

tio
n 

(t
) 

by Rokkasho RP 
by Tokai RP 
by oversea contract 

by Rokkasho RP 
by Tokai RP 
by oversea contract 
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プルサーマルの当初の計画 
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核燃料サイクルの量的な簡易試算（原子炉寿命一律40年を仮定） 

使用済燃料発生量と再処理量 

条件設定 40年-1 40年-2 40年-3 40年-4 延長-1 延長-2 延長-3 

原子炉の運転期間 （年） 40 40 40 40 40-60 40-60 40-60 

六ヶ所工場稼働年間処理量 (t/y) 稼働無し 400 800  800 稼働無し 400 800 

六ヶ所工場稼働終了年  2014 2040 2040 2052 2014 2052 2052 

六ヶ所での累積再処理量 (t) 440  11,040  21,040 30,640 440 15,840 30,440 

使用済燃料貯蔵量（中間貯蔵） (t) 33,982 23,382 13,382 3,782 42,249 26,849 12,249 

最終プルトニウム貯蔵量 (t) 0 0 0 26.3 0 0 0 
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使用済燃料発生量と再処理量 

条件設定 40年-1 40年-2 40年-3 40年-4 延長-1 延長-2 延長-3 

原子炉の運転期間 （年） 40 40 40 40 40-60 40-60 40-60 

六ヶ所工場稼働年間処理量 (t/y) 稼働無し 400 800  800 稼働無し 400 800 

六ヶ所工場稼働終了年  2014 2040 2040 2052 2014 2052 2052 

六ヶ所での累積再処理量 (t) 440  11,040  21,040 30,640 440 15,840 30,440 

使用済燃料貯蔵量（中間貯蔵） (t) 33,982 23,382 13,382 3,782 42,249 26,849 12,249 

最終プルトニウム貯蔵量 (t) 0 0 0 26.3 0 0 0 
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条件設定 40年-1 40年-2 40年-3 40年-4 延長-1 延長-2 延長-3 

原子炉の運転期間 （年） 40 40 40 40 40-60 40-60 40-60 

六ヶ所工場稼働年間処理量 (t/y) 稼働無し 400 800  800 稼働無し 400 800 

六ヶ所工場稼働終了年  2014 2040 2040 2052 2014 2052 2052 

六ヶ所での累積再処理量 (t) 440  11,040  21,040 30,640 440 15,840 30,440 
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最終プルトニウム貯蔵量 (t) 0 0 0 26.3 0 0 0 
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使用済燃料発生量と再処理量 

条件設定 40年-1 40年-2 40年-3 40年-4 延長-1 延長-2 延長-3 

原子炉の運転期間 （年） 40 40 40 40 40-60 40-60 40-60 

六ヶ所工場稼働年間処理量 (t/y) 稼働無し 400 800  800 稼働無し 400 800 

六ヶ所工場稼働終了年  2014 2040 2040 2052 2014 2052 2052 

六ヶ所での累積再処理量 (t) 440  11,040  21,040 30,640 440 15,840 30,440 

使用済燃料貯蔵量（中間貯蔵） (t) 33,982 23,382 13,382 3,782 42,249 26,849 12,249 

最終プルトニウム貯蔵量 (t) 0 0 0 26.3 0 0 0 
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軽水炉での多重リサイクル 

PWR 燃料の「直接処分（ワンススルー）」、「１回限定MOX リサイクル」「３回MOX リサイクル」を想定する。「３回
MOX リサイクル」では、比較的低燃焼度の燃料と使用済MOX燃料を混合処理する事でプルトニウム同位体比
の劣化による反応度劣化を回避出来、３回までのリサイクルが可能である。ウラン燃料の燃焼度は、30000 
MWd/t～50000 MWd/t までの分布を仮定。MOX 燃料の燃焼度は45000 MWd/t を想定。結果は、大凡、下図
の通りで。「直接処分」では最終的に１９㌧の使用済燃料を保持する事になるのに対して、「３回MOX リサイク
ル」では、使用済燃料の保持量を１㌧に減らす。代わりに、２２体のガラス固化体を保持する。 
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競争環境下での燃料サイクル 

山名、 産経新聞・正論 

総括原価主義と相互扶助によって、経済的に成立し、国益に応えることが出来
ていた核燃料サイクルを、電力システム改革後に、どのように成立させてゆくか 



21 

競争環境下での燃料サイクル 

山名、 産経新聞・正論 
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競争環境下での燃料サイクル 

山名、 産経新聞・正論 
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原子力小委員会の中間整理 
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原子力小委員会の中間整理 
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原子力小委員会の中間整理 
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六ヶ所での再処理事業や核燃料サイクル事業をどうするか 
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従来の再処理の事業形態 
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NUMOの事業形態 
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再処理料金の確保 
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競争環境下での燃料サイクル事業の提案（山名案） 

電気事
業者 

認定
法人 

ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
カ
ン
パ
ニ
ー 

再処理事業会社 

埋設事業会社 

ウラン濃縮事業会社 

廃炉関連会社 

再処理拠出金 

料金 

料金 

料金 

E  サイクル事業一括での委託方式 

国のガバナンスの下で、再処理受託者の民間活力を生かす方式 
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あらゆる課題が六ヶ所再処理の稼働に影響する・・ 

1. 六ヶ所工場新規制基準対応（プラント） 
2. 六ヶ所工場新規制基準対応（耐震性） 
3. ガラス溶融炉の運転性能（処理能力） 
4. 六ヶ所工場技術継承 
5. 六ヶ所工場の寿命と重要機器更新 

 
6. 発電所再稼働の見通し 
7. 原子力発電規模の見通し 
8. プルサーマルの規模変更 
9. 使用済燃料蓄積と中間貯蔵の見通し 
10. 海外保管プルトニウムの処理 
11. 使用済燃料直接処分の可能性 
12. ＨＬＷの地層処分の見通し（NUMO） 

 

13. 再処理コスト（処理量依存） 
14. 再処理拠出金としての確保 
15. ウラン資源の長期見通し 

 
16. 東電の経営見通し 
17. 競争環境下での再処理事業の形態 
18. 原子力に対する世論動向と政治動

向 
19. 青森県の姿勢 
20. もんじゅの動向 

 
21. 日米原子力協定の改定 
22. 海外再処理や使用済燃料の輸送等 
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1970年 高速増殖実験炉「常陽」初臨界 
1977年 東海再処理工場操業 
1985年 民間の商業再処理工場の実現に向け、立地基本協定が成立（事業者、青森

県、六ヶ所村） 
1985年 高速増殖原型炉「もんじゅ」着工 
1988年 現行日米原子力協定成立 
1993年 六ヶ所再処理工場着工（１９８７年事業指定申請） 
1994年 原子力長計の改定に伴い、原子力発電所立地自治体から使用済燃料の発

電所内長期貯蔵に対する懸念表明 
1995年 高速増殖原型炉「もんじゅ」ナトリウム漏えい事故 
1996年 福島、新潟、福井三県知事提言（１９９７年「当面の核燃料サイクルの推進に

ついて」閣議了解） 
1998年 六ヶ所再処理工場への使用済燃料の初搬入に際し、事業困難時に使用済

燃料搬出等を講ずる旨の覚書を締結 
2002年 東京電力点検不正問題（プルサーマル実施に関する地元の理解を喪失） 
2004年 電気事業分科会における核燃料サイクルコストの検証 
2005年 現行原子力政策大綱 
2006年 六ヶ所再処理工場アクティブ試験開始（２０１３年事業者が行う試験は終了） 
2009年 プルサーマル営業運転開始（九州電力玄海3号機） 
2011年 東日本大震災・東京電力福島第一原発事故 

参考資料： 我が国における核燃料サイクル取組の経緯 

基本政策分科会資料より 



33 平成２４年９月経済産業大臣 説明資料 

参考資料： 青森県における核燃料サイクル施設の設置の経緯 
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参考資料： 核燃料サイクルを巡る日米の交渉の歴史 
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